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導入促進基本計画 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

ア 地域の人口構造 

ライフスタイルの多様化や平均寿命の延伸、地方における都市への人口流出

や少子高齢社会の進行などにより、人口減少社会が到来している。 

須賀川市においても、２００５（Ｈ１７）年の８０，３６４人をピークに減

少傾向に転じており、２０２０（Ｒ２）年の国勢調査では、総人口が

７４，９９２人、総世帯数が２７，１２７世帯となった。 

年齢３区分別の人口の推移では、２００５（Ｈ１７）年以降、年少人口と生

産年齢人口が減少する一方、老年人口は増加傾向にあり、少子高齢化が進行し

ている。今後、総人口の減少や老年人口が占める割合が高まることで、生産年

齢人口の減少とともに、少子高齢化が更に加速することが予想される。 
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出典：R3 経済センサス基礎調査 

就業者数についても、２０１５（Ｈ２７）年の３８，６１０人から２０２０

（Ｒ２）年は３６，５９４人に減少しており、今後も人口減少に伴う就業人口

の減少が予想される。 

また、更なる人口減少が見込まれる中、中小企業においては、人手不足の深

刻化、労働生産性の伸び悩み等の課題も抱えており、このような状況が続く場

合、労働生産性や付加価値額の低下につながるとともに、中小企業者の経営体

力の低下による従業者の処遇悪化、地域間の産業競争力の弱まりなど、地域経

済の活性化に影響を及ぼすことが予想される。 

イ 産業構造 

 須賀川市の産業構造は、製造業等の第二次産業の割合が約２１％を占め、全

国や福島県と比べて高い。また、卸売業・小売業及び飲食、宿泊等の各種サー

ビス業等の割合は約７８％を占めており第三次産業が中心の産業構造である。 

  

 

このような状況の中、須賀川市の産業のうち付加価値額を生み出す力をも

った代表的な産業は、製造業、医療・福祉である。 
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ウ 中小企業者の実態 

須賀川市内８つの工業団地を中心として、製造業、卸売業、小売業の立地が

進み、市内事業所のほとんどが中小企業である。 

また、同様に市内従業者数のほとんどが中小企業者での雇用である。 

平成２３年３月に発生した東日本大震災により、産業・交通・生活基盤に甚

①農林漁業 541 百万 ⑤情報通信業 437 百万⑧金融業，保険業 1,769 百万 
⑨不動産業，物品賃貸業 851 百万 ⑩学術研究，専門・技術サービス業 1,223 百万 
⑪宿泊業，飲食サービス業 1,341 百万 ⑫生活関連サービス業，娯楽業 1,302 百万 
⑬教育，学習支援業 1,383 百万 
※④電気・ガス・熱供給・水道業については省略 

医療，福祉  

21,891 百万  

製造業  

21,620 百万 

建設業  

13,478 百万 
卸売業，小売業 

13,252 百万 

サービス業

（他に分類

されないも

の）  

6,147 百万 

運輸業，郵

便業 

 5,765 百万 



大な被害を受け、生産機能及び労働力の流出などによりあらゆる産業が大きな

打撃を受けた。２０１２（Ｈ２４）年度に回復して以降、ほぼ横ばいで推移し

ている。 

 

 

（２）目標 

    須賀川市では、中小企業等経営強化法第４９条第１項の規定に基づく導入促

進基本計画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、地域経済

の更なる振興発展を目指す。 

    そのため、これを実現するための目標として、計画期間中に２０件程度の先  

端設備等導入計画の認定を目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化

に関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標

とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

須賀川市の産業は、製造業、卸売業、小売業、医療・福祉などの各種サービ

ス業を中心として多様な業種が立地しているため、これらの産業で広く事業者

の生産性向上を実現する必要がある。 

したがって、産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対

象とする設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項に定める先端設

備等全てとする。 

ただし、太陽光発電等再生可能エネルギ―関連設備及び蓄電池（事業所等の

同一敷地内に限る）については雇用の創出や市内産業への経済波及効果等の観

点から、電力を直接商品の生産若しくは販売又は役務の提供の用に供するため

に自ら消費する設備に限るものとし、それ以外の全量売電を目的とする設備は

対象としない。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

須賀川市の中小企業者は、市内工業団地のほか各地域に立地している。これ

ら地域に立地する多くの事業者による生産性向上の実現を促すため、本計画の

対象地域は、須賀川市全域を対象とする。 

 

（２）対象業種・事業 

須賀川市内の中小企業者は、今後、更なる人口減少が見込まれる中にあって、  

人手不足の解消や労働生産性向上等の課題を抱えており、各産業において広く



事業者の生産性向上を実現する必要がある。 

したがって、本計画において対象とする業種は、全業種とする。 

 また、生産性向上に向けた中小企業者の取り組みは、研究開発、新規商品の

開発、ロボットやＩＴなどの導入による業務の効率化、再生可能エネルギー等

を利用した省エネルギーの推進など様々である。 

したがって、本計画において対象とする事業は、労働生産性が年率３％以上

向上することに資すると見込まれる事業全てとする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

令和７年７月１日から令和９年６月３０日までの２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

先端設備等導入計画の期間は、３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

（１）人員削減を目的とした取り組みに係る先端設備等導入計画は認定の対象としな

い等、雇用の安定に配慮する。 

（２）公序良俗に反する取り組みや、反社会的勢力との関係が認められるものついて

は、先端設備等導入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮

する。 

（３）本市の市税（個人の場合は、個人の市民税、固定資産税、都市計画税、軽自動

車税及び国民健康保険税をいい、法人の場合は、法人の市民税、固定資産税、都

市計画税及び軽自動車税をいう。）を滞納している者については、先端設備等導

入計画の認定の対象としない等、納税の円滑化及び公平性に配慮する。 

 




